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１ 趣旨 

 福井県後期高齢者医療広域連合第三次広域計画（以下「第三次広域計画」という。

）は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。）第２９１条の７及び福井県後期高齢

者医療広域連合規約（平成１９年２月１日福井県指令第４３号。以下「広域連合規約

」という。）第５条に基づき、平成２４年に策定された５か年の福井県後期高齢者医

療広域連合第二次広域計画（以下「第二次広域計画」という。）をうけて策定するも

のです。 

 第二次広域計画において、福井県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」とい

う。）と福井県後期高齢者医療広域連合を構成する全ての市町（以下「構成市町」と

いう。）が相互に役割を担い、総合的かつ計画的に事務処理をするため、それぞれ処

理する事務を明確にし、これまで後期高齢者医療に関する事務を円滑に運営してきた

ところであり、第二次広域計画を補完する形で、第三次広域計画を策定するものです

。 

 

２ 状況と課題 

（１）状況 

 平成２７年１０月１日現在の県内人口７８万６，７４０人のうち６５歳以上は２２

万２，４０８人で年々増加傾向にあり、高齢化率は２８．６％で、全国平均より高く

、高齢化が進んでいます。そのうち７５歳以上は１１万３，８５６人、後期高齢化率

も１４．６％で、全国平均より高くなっています（福井県長寿福祉課調べ）。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、令和１２年には、後期高齢化率が

２０％を超えると予想されています。 

 福井県の後期高齢者医療被保険者数は、制度発足当初の平成２０年度は１０５，２

２０人でしたが、平成２７年度は１１４，７６６人と、毎年平均で約１，３００人（

１．３％）増加しています。また、一人当たりの年間医療費は、平成２０年度の８２

万９千円から平成２７年度の９２万３千円と、制度開始以降、年々増加してきていま

す。 
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（参考）福井県の状況 

区分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総人口（人） 799,127 794,492 789,633 786,740

65歳以上人口（人） 205,358 211,981 218,367 222,408

75歳以上人口（人） 112,349 113,475 113,394 113,856

高齢化率（％） 26.0 26.9 27.9 28.6

75歳以上比率（％） 14.2 14.4 14.5 14.6

一人当たり後期
高齢者医療費（円）

894,494 903,994 907,474 922,831

被保険者数（人） 112,800 113,812 113,738 114,766
 

※人口関係の数値は福井県の推計人口（年報）による。（各年度１０月１日現在） 

※医療費に関する数値は広域連合調べ。 

 

（２）課題 

 制度の開始当初は混乱が見られたものの、現在では、制度は比較的安定して運営さ

れています。 

 急速な高齢化の進行により、今後も被保険者数及び一人当たりの医療費は年々増加

していくと考えられます。将来にわたり、被保険者が安心して適切な医療を受けられ

るよう本制度の健全かつ円滑な運営を進めていく必要があります。 

 また、健康・医療情報を活用し、後期高齢者の心身の特性に応じた保健事業を推進

し、医療費の適正化を図ることにより、持続可能な制度としていく必要があります。 

 

３ 基本方針 

 広域連合は、後期高齢者医療制度の運営に当たり、構成市町との緊密な連携協力の

下、保険料負担による世代間の公平性の確保を図るとともに、被保険者から安心し信

頼され、将来に渡って安定した計画性のある保険運営を実現するため、次の３項目を

基本方針として定めます。 

（１）健全な財政運営 

 保険給付費等の歳出を的確に見込み、それに合わせた歳入計画を立て、健全な財政

運営を実施していきます。 
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保険料については、適切な保険料率の設定と賦課を行い必要な財源の確保に努め

ます。また、市町と連携してきめ細やかな納付相談や短期被保険者証の適切な交付等

を行い収納率の向上に努めます。 

 

（２）医療費適正化の推進 

 医療サービスが安心して受けられる医療制度の堅持と被保険者の健康保持のため、

レセプトの点検、重複・頻回受診の防止と医療費の通知による適正受診、ジェネリッ

ク医薬品の普及啓発により、年々増大していく医療費の適正化を推進します。 

 

（３）保健事業の推進 

 被保険者の健康保持と健康相談、疾病の早期発見・早期治療による重症化の予防を

するために構成市町と連携し、保健事業実施計画（データヘルス）による健康診査、

歯科健診、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施等 の各種保健事業を推進し

ます。 

 

４ 広域計画の項目 

 広域計画は、広域連合規約第５条（広域計画の項目）の規定に基づき、次の項目に

ついて記載します。 

（１）後期高齢者医療制度の実施に関連して、広域連合及び構成市町が行う事務に関

すること。 

（２）広域計画の期間及び改定に関すること。 

 

５ 広域連合が行う事務 

 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（ 昭和５７年法律第８０号。以下

「高齢者医療確保法」という。）第４８条に規定する後期高齢者医療に係る事務（高

齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号。以下「施行令」

という。）に規定する事務を除く。）を行うものとします。 

＜主な事務＞ 

① 被保険者の資格の管理に関する事務 
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② 医療給付に関する事務 

③ 保険料の賦課に関する事務 

④ 保健事業に関する事務 

 ア 構成市町に保健事業を委託する。また、委託事業以外の保健事業についても補 

助金等の支援を行う。 

 イ 健診結果や医療レセプト等、保有する健康・医療情報を活用して地域の健康課 

題の把握、分析を行い、構成市町に情報を提供する。 

 ウ 市町との情報共有や研修の実施、県や国民健康保険団体連合会等との調整を行 

う。 

 エ 医療関係団体等との連携を行う。 

⑤ その他後期高齢者医療制度の運営に関する事務 

 

６ 構成市町が行う事務 

 構成市町は、高齢者医療確保法第１０４条に規定する保険料の徴収に係る事務、同

法第１２５条の２第１項に係る事務及び施行令に規定する後期高齢者医療に係る事務

を行うものとします。 

＜主な事務＞ 

① 保険料の徴収に関する事務 

② 保険料に係る申請の受付に関する事務 

③ 被保険者の資格管理に係る申請及び届出の受付の事務 

④ 被保険者証及び資格証明書の引渡し並びに返還の受付に関する事務 

⑤ 医療給付に係る申請及び届出の受付並びに証明書の引渡しに関する事務 

⑥ 保健事業に関する事務 

 ア 広域連合から保健事業を受託し、後期高齢者医療制度の担当課のみならず、国

民健康保険、介護保険、健康づくり等の関係課が相互に連携して事業を行う。 

 イ 高齢者医療確保法１２５条の２第１項に規定する基本的な方針を定め、地域の

健康課題を詳細に把握、分析の上、効果的・効率的な保健事業を行う。 

 ウ 広域連合からの委託事業以外の保健事業を行う。 

 エ 地域の医療関係団体等との連携を行う。 
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⑦ ①から⑥までの事務に関連する事務 

 

７ 広域連合と構成市町との連携協力 

 広域連合及び構成市町は、後期高齢者医療制度の実施に当たって緊密な連携協力を

図るものとし、相互の事務が円滑に進められるよう情報提供、制度に関する周知広報

の実施及び被保険者等からの苦情や相談の対応等、その他必要な連携についても、協

力して実施するものとします。 

 

８ 広域計画の期間及び改定 

 第三次広域計画の期間は、平成２９年度から令和３年度までの５年間とします。た

だし、広域連合長が必要と認めたときは、随時改定を行うものとします。 


